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（理由と現状） 
法人市民税は、地域の構成員である法人が、市町村から産業集積に伴う社会資本整備

などの行政サービスを提供されていることに対する負担であり、単なる地方間の税収再

配分となるような制度の見直しは、法人市民税の性格に反するものである。 
地方間の財政力格差は、これまでも地方交付税制度などを通じてその解消が図られて

きたところであり、今行うべきことは、国と地方の役割分担を明確にし、その役割分担

に応じた税源配分とすることである。 
 

全国に占める指定都市の割合 

 
 
 
 
 

１ 法人市民税のあり方 

法人市民税は、地域の構成員としての負担であり、市町村の基幹税目

としての役割を果たしていることから、受益と負担の関係に反する、単

なる地方間の税収の再配分となるような制度見直しを行うのではなく、

まずは国と地方の役割を抜本的に見直し、その役割分担に応じた税源配

分とすること。 

23.9
18.8 19.4 21.3

28.1

40.2

76.1
81.2 80.6 78.7

71.9

59.8

0%

25%

50%

75%

100%

法人市民税 人口 事業所数 従業者数 土木費 商工費

指定都市 指定都市以外の市町村

産業の集積と、これに伴い人口が
密集する指定都市では、商工費・
土木費の歳出が多い！

法人市民税の割合と同程度

法人市民税の指定都市のシェアは、 

従業者数などを反映した水準。 

一方、社会資本整備などの経費負担は、 

大都市の産業集積の状況を反映して多大。 



 
 
 

 
 

 
 
 

 

 

 

地方間の財政力格差は地方交付税等によって解消が図られている 

平成 17 年度決算数値 【全国平均：100】 
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＊ 一般財源とは、市町村税、地方交付税、地方譲与税の合計 
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（理由と現状） 
地方税法の改正に伴う市税条例の改正は、市民の生活に多大な影響を与えるものであ

ることから、市民の意思を代表する市議会での十分な審議を得た上で議決により行われ

ること、また、市民への周知期間が十分確保されることが適切である。 
 

２ 税制改正に伴う地方税法の改正時期 

市税条例の改正に係る市議会での審議時間が十分確保されるよう、ま

た、市民への周知期間が十分確保できるよう、地方税法の改正時期につ

いて引き続き配慮すること。 



 
３ 固定資産税等の優先徴収制度の創設  

固定資産税・都市計画税の安定確保及び税負担の公平の観点から、課

税対象不動産について滞納処分による差押えや競売等の手続が開始さ

れた場合に、手続開始後の固定資産税・都市計画税をその換価代金から

優先的に徴収する制度を創設すること。 

 
(理由と現状) 
固定資産の所有者に課税される固定資産税・都市計画税は、ほとんどの場合、課税対

象不動産について不動産の価格を上回る抵当権等が設定され、納税よりも抵当権者等へ

の返済が優先される事態が生じている。 
その結果、毎年課税される固定資産税・都市計画税の滞納が累増している。 
現行制度では、新たに課税される固定資産税・都市計画税は、常に課税対象不動産に

設定された抵当権等に劣後することから、当該不動産について滞納処分を進めることが

できず、また競売等の強制換価手続からも徴収することができない。 
適法に課税された固定資産税・都市計画税が、制度上徴収できないことは、市町村の

基幹税目である固定資産税・都市計画税の安定確保や税負担の公平の観点から、著しく

不合理である。 
そこで、上のとおり固定資産税・都市計画税の徴収制度の改善を要望する。 
 

 
 
 



 
 
 
 

 

固定資産税等

1,265億円

（54.8%）

その他

1,042億円

固定資産

税等

326億円

（28.2%）

その他

828億円

平成３年度
1,154億円

平成15年度
2,307億円

①指定都市の市税未収額に占める

   固定資産税等の割合が年々増加している。

徴収確保が

見込まれるもの

２１%

現行法上、抵当権等に劣後し
徴収が確保できないもの

(注)　不動産を差し押さえた100万円以上の滞納案件による

　　　　　　　　　　　　　　(平成15年度実績)

②現行制度では、新たに課税される固定

　 資産税等は、常に抵当権等に劣後する

 　ため、徴収が確保できない。

７９％

適法に課税された固定資産税等が徴収できないことは、制度上の問題点。

固定資産税等の徴収に関する現状



 

 

 
 

（理由と現状） 

  現在、所得税の確定申告書（イータックス分を含む。）については、税務署での審査・

出力作業に多くの時間を要すること等から、各税務署から市町村への提供の時期が遅

れがちであり、個人住民税の当初課税処理に支障を来す深刻な状況となっている。ま

た、確定申告書及び配当・報酬等の資料一覧表等の資料は、いずれも国税側で電子デ

ータ化されているにもかかわらず、紙媒体で提供を受けているため、市町村側で再度

電子データ化しなければならないなど、その処理・利用が非効率的なものとなってい

る。 

 特に、イータックス分の確定申告書については、急速に利用率が伸びており、来年

度以降の市区町村の当初課税は危機的な状況となることが予測され、エルタックスと

の連携が急務である。 

 
 

４ 国税資料の提供について 

  個人住民税の当初課税事務の効率化を図るため、所得税確定申告書

及び配当・報酬等の資料一覧表等の早期提供及び電磁的記録媒体によ

る提供並びにエルタックスとイータックスとの連携の早急な実現に向

けて、国税庁と協議すること。 


